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 協会ニュース 

１　甲信越三県連絡協議会開催
　当協会、山梨県建設業協会、長野県建設業協会による甲信越三県連絡協議会が７月８日（木）、ホテル
メトロポリタン長野で開かれた。当協会からは正副会長、専務理事が出席し、山梨・長野の両県建設業協
会幹部と質疑を交わした。
　主催県である長野県建設業協会の木下会長より挨拶があった後、各県協会より提案のあった、地域版の
公共事業中長期計画の策定、収益向上のための配慮、建設工事標準請負契約約款第30条の改善、道路除雪
体制の確保など11議案について活発な意見交換が行われた。内容等を整理集約した上で、10月５日（火）
に開催される「関東甲信越ブロック会議」において提案する。
　なお、各県提案議題は下記のとおり。

●新潟県
１．地域版の公共事業中長期計画の策定について
２．適正な工期設定と条件明示について
３．安定的・持続的な道路除雪体制の確保について

●山梨県
１．働き方改革の推進における課題について
２．現場技術者の育成及び処遇改善について
３．地方零細企業の収益向上のための配慮について
４．ＩＣＴに対応する環境整備について

●長野県
１．公共事業予算の持続的・安定的な確保と大規模災害に備えた防災・減災対策の推進について
２．建設工事標準請負契約約款第30条（不可抗力による損害）の改善について
３．施工時期の平準化の取組の一層の促進について
４．時間外労働の上限規制の特例措置について

２　北陸地方整備局との意見交換会開催
　公共工事の諸課題について、受発注者の双方が問題点や地
域の実情等について意見交換を行い、双方が課題を共有する
ため、当協会と国土交通省北陸地方整備局との意見交換会が
６月29日（火）、新潟県建設会館で開かれた。
　整備局からは岡村局長、中野企画部長、佐藤建政部長、平
田営繕部長、山田統括防災官など幹部が、当協会からは正副
会長、直轄委員会副委員長、専務理事らが出席した。
　冒頭の挨拶で、岡村局長はコロナ禍での公共工事の施工継
続、昨冬の大雪の除雪対応に謝意を表した上で、防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策につ
いても「しっかり執行していきたい」と決意を示すとともに、「ＤＸを本格的に推進し、建設業が生まれ
変わっていると実感できるようにしたい」と述べた。
　植木会長は「５か年加速化対策が実行されることに期待する」とともに、「働き方改革と生産性向上を
推進し、若者から職業として選択され、豊かな生活を享受できる産業づくりに取り組んでいく」と挨拶した。
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　整備局から令和３年度事業の取り組み等についての情報提供が行われた後、意見交換となり、将来の工
事量を把握するため、中長期の事業計画の策定を求めるなどの意見が出された。
　［北陸地方整備局との主な質疑・意見］
　　　・地域版の公共事業中長期計画の策定
　　　・週休２日完全実施に向けた連携・支援
　　　・適正な工期設定と施工条件明示の徹底・指導
　　　・ＩＣＴ活用工事の普及に向けた取り組み　など

３　中学生「土木出張ＰＲ」開催
　建設業の将来の担い手確保、建設業全体のイメージアップを図ることを目的として、中学生に建設業（土
木）の魅力を伝え、建設産業の社会的役割等について理解を深めてもらうために、新潟県、新潟県建設コ
ンサルタンツ協会、新潟県測量設計業協会、当協会の４団体合同による「土木出張ＰＲ」を開催した。

実　施　日 実　　施　　校
６月24日（木） 上越市立浦川原中学校　２年生　　　35名

６月30日（水）
三条市立本成寺中学校　２年生　　　82名
長岡市立刈谷田中学校　２年生　　　67名

７月１日（木） 長岡市立与板中学校　　２年生　　　43名
７月６日（火） 新潟市立西川中学校　　２年生　　　82名
７月６日（火）／７日（水） 南魚沼市立八海中学校　２年生　103名／１年生　98名
７月８日（木） 上越市立清里中学校　　２・３年生　45名
７月13日（火） 魚沼市立魚沼北中学校　２年生　　　13名
７月27日（火） 私立新潟第一中学校　　２年生　　　70名
８月18日（水） 長岡市立東中学校　　　２年生　　　94名
９月17日（金） 十日町市立川西中学校　２年生　　　39名

４　勉強会・講習会開催報告

⑴　「土木・建設基礎訓練コース」実施

　雇用改善推進事業の一環として会員企業の新規入職建設従
事者等を対象に、建設産業人としての動機づけや基礎となる
資質の向上を図り、建設産業の担い手の育成と業界発展に寄
与することを目的として、５月17日（月）～６月18日（金）
の日程で、新潟県、県立新潟テクノスクール及びキャタピラー
教習所新潟教習センターの協力のもと、14社23名を対象に実
施した。
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【訓練内容】
　玉掛けや小型車両系建設機械の運転、丁張の設置、鉄筋や型枠の組立て等の実習、建設機械による掘
削・埋戻し、Ｕ字溝の敷設・撤去作業等。

○技 能 講 習：玉掛け、小型移動式クレーン
○特 別 教 育：‌�小型車両系建設機械（整地）、高所作業車、締固め用機械（ローラ）、アーク溶接、

足場の組立て等作業従事者、フルハーネス型墜落制止用器具
○安全衛生教育：刈払機取扱作業者、熱中症対策予防

⑵　「官民連携による建設業界説明会（前期）」開催　

　青年部会では、建設業界の担い手をめぐる現状や課題に関
する認識を共有し、官庁（国土交通省北陸地方整備局・新潟
県土木部）と民間団体（一般社団法人建設コンサルタンツ協
会北陸支部・一般社団法人新潟県建設業協会青年部会）が一
体となって、担い手確保・育成の取組みを推進することを目
的に、オンラインによる業界説明会を下記のとおり開催した。

（※後期は１～２月頃開催予定）
【開催内容】
○日　時　令和３年６月23日（水）16：30～18：05
　　　　　第１部…16：30～　第２部…17：20～
○会　場　Zoom　オンライン開催（配信会場：新潟県建設会館）
○主催者　８名（北陸地方整備局２名、新潟県土木部２名、建コン協会２名、青年部会２名）
○参加者　申込…59名、出席（最大接続数）…48名
○参加校　大学７校…‌�新潟大学、長岡技術科学大学、新潟工科大学、長岡造形大学、敬和学園大学、
　　　　　　　　　　金沢工業大学、東京都立大学
○内　容　①プレゼンテーション
　　　　　　・建設業界の概要について…新潟県土木部
　　　　　　・各主催者の業務内容について…発注者、設計者、施工業者
　　　　　②ディスカッション（質疑応答）※当日扱えなかった質問は、後日回答を送付
　　　　　　・夏のインターンシップで準備しておくべきこと
　　　　　　・建設業の女性活躍について
　　　　　　・各主催者への質問　等
　　　　　③メッセージ…北陸地方整備局

⑶　ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）講習会開催（CPDS認定講習：２unit）
　あらゆる産業において、新たなデジタル技術を活用した競
争が激化する中、各企業は競争力強化・維持のため、ＤＸ（デ
ジタルトランスフォーメーション）が求められており、各企
業がＤＸを認知・理解し、生産性向上の参考となるよう、下
記のとおり開催した。

【講習内容】
○日　時　令和３年７月５日（水）13：30〜15：00
○会　場　新潟県建設会館
○参加者　45名
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○内　容
　・‌�「県内産業デジタル化構想」の紹介
　　　新潟県産業労働部 創業・イノベーション推進課 課長　田中　健人　氏
　・産業のデジタル化に向けた県事業の紹介
　　　公益財団法人 にいがた産業創造機構　渡辺　長幸　氏
　・ 県内企業の先進事例の紹介
　　　新潟県工業技術総合研究所 下越技術支援センター 参事　大野　　宏　氏

⑷　建設廃棄物の適正処理に係る講習会開催（CPDS認定講習：４unit）

　一般社団法人全国建設業協会・一般社団法人日本建設業連
合会等で組織する建設６団体副産物対策協議会と、建設マニ
フェスト販売センターとの共催により、建設廃棄物の適正処
理とリサイクル推進を目的とした講習会を、７月８日（木）
長岡会場（ハイブ長岡）、９日（金）新潟会場（朱鷺メッセ）、
において計173名の参加を得て開催した。

【講習内容】
　〔第１部〕‌�環境関連法体系と建設廃棄物及び排出事業者責任について
　　　　　 長岡会場：前田　陽一　氏　（西松建設株式会社　安全環境品質本部シニアマイスター）
　　　　　 新潟会場：笠井　賢一　氏　（前　株式会社竹中工務店　安全環境本部　本部長付き）
　〔第２部〕建設リサイクル法及び廃棄物の委託処理について
　　　　　 長岡会場：笠井　賢一　氏　（前　株式会社竹中工務店　安全環境本部　本部長付き）
　　　　　 新潟会場：名知　洋子　氏　（清水建設株式会社関西支店　安全環境部　環境グループ長）
　〔第３部〕建設系マニフェストＡ票の記入演習、建設系紙マニフェストによる管理について
　　　　　 長岡新潟：戸田　伊作　氏　（建設マニフェスト販売センター　総務部長）

⑸　女性部会「現場見学会及び意見交換会」開催

　女性部会では、７月29日（木）糸魚川市内で現場見学会を開催した。幹事11名が参加し、筒石川事業間
連携（通常砂防）緊急砂防堰堤工事を見学した。筒石川の現場は女性技術者が担当している工事であり、
㈱笠原建設中村キヨ子・土木部５課長から工事概要について説明があり、建設工事現場の見学を通して建
設業の社会的役割と魅力等についての認識をより深めることができ、大変有意義であった。また、意見交
換会では、糸魚川地域整備部長瀬戸民枝氏をはじめ、若手女性職員や㈱笠原建設女性技術者と建設業にお
ける女性の定着促進、職場環境の整備などについて意見交換を行った。

【見学会の様子】【㈱笠原建設：中村キヨ子課長】
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【意見交換会】【集合写真】

⑹　建設業経営講習会開催（CPDS 認定講習：２unit）
　会員企業の健全な経営に質するため、これからの企業戦略
を立てるうえで、企業の経営状況の把握・分析に必要な各種
情報の提供を目的とした講習会を、東日本建設業保証㈱新潟
支店及び新潟県土木施工管理技士会との共催により、９月６
日（月）新潟県建設会館において60名の参加を得て開催した。
　【講習内容】
　　○テ ー マ　‌‌�建設業界におけるSDGs（持続可能な開発目

標）の動向と今後の展望
　　○講　　師　㈱建設経営サービス　提携講師　三科　公孝　氏
　　○主な内容　①建設業とSDGs
　　　　　　　　②SDGsとは何か
　　　　　　　　③SDGsが生み出す新たな市場と経済
　　　　　　　　④低価格化（コモディティ化）対策に有効なSDGs
　　　　　　　　⑤人材採用にも有効なSDGs
　　　　　　　　⑥SDGsをブランディングに活かす
　　　　　　　　⑦SDGsで売り上げを上げる、新規顧客を獲得する
　　　　　　　　⑧SDGsの提案が新規営業開拓の切り札になり始めた

５　建設業社会貢献活動推進月間中央行事開催
　－ 協会本部・糸魚川支部が建設業社会貢献活動功労者表彰を受賞 －
　（一社）全国建設業協会では、平成18年度より毎年７月を、「建設業社会貢献活動推進月間」と定め、各
都道府県建設業協会並びに会員企業と連携の上で、幅広い社会貢献活動に取り組むとともに、国民・社会
に広くアピールすることにより、公共事業及び建設業に対する理解を深める活動を展開している。
　その一環として、「建設業社会貢献活動推進月間中央行事」が７月13日（火）に、経団連会館において
開催され、社会貢献活動の功労者表彰、受賞者の活動事例発表会が行われた。
　社会貢献活動功労者に対する表彰では、各都道府県協会、支部・地区協会、会員企業が取り組んでいる
社会貢献活動（災害復旧支援活動、防災支援活動、環境美化活動、環境保全活動、建設業ふれあい活動、
社会福祉活動、防疫活動）により36協会・支部などと、15社の会員企業が受賞した。
　当協会からは、「協会本部」が今冬の大雪による関越道の立往生での人力除雪、上越地域の大雪での国
道８号除排雪作業の災害復旧支援活動として、「糸魚川支部」が建設業のイメージアップを目的に毎年実
施している「まちづくりと土木・建設フェア」の各種イベントが建設業ふれあい活動として評価され、そ
れぞれ表彰された。
　式典では、奥村全建会長より表彰状と記念の額が贈呈され、当会代表として出席した鈴木副会長に授与された。
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 行政情報コーナー 

１　支部を通じて会員に周知をお願いした主な事項
日付 番号 所管庁 件　　名

６.25 104 県 工事成績採点の考査項目の考査項目別運用表等の一部改正について

６.28
106 県 新潟県コンクリート品質確保ガイドライン（案）の適用範囲外構造物の工事成績採点に

ついて

107 県 土木コンクリート構造物の品質確保における品質確認調査方法の改訂について

７.27
131 厚　生

労働省 令和３年度（第72回）全国労働衛生週間に関する協力依頼について

132 県 建設工事入札参加資格審査申請における主観点の拡充について

７.30 133 国　土
交通省 「公共建築工事の発注者の役割」解説書（第三版）について

８.４ 137 国　土
交通省

「建設業法施行令に規定する技術検定の受検禁止の措置に関する基準」及び「建設業者
の不正行為等に対する監督処分の基準」の一部改正等について

８.10
143 国　土

交通省 建設業法令遵守ガイドライン等の一部改正について

144 国　土
交通省 下請契約及び下請代金支払の適正化並びに施工管理の徹底等について

８.18 145 県 農地部請負工事成績評定実施要領の一部改正について

９.９
165 勤退共 建設業退職金共済制度の掛金日額等の改定について

166 国　土
交通省 「建設業取引適正化推進期間」の実施について

 会員の動き  （敬称略）

１　鈴木副会長「国土交通大臣表彰」受賞
　令和３年建設事業関係功労者等国土交通大臣表彰において、当会の鈴木副会長（糸
魚川支部・㈱笠原建設代表取締役）が７月10日付で受賞した。
　同氏は、平成18年５月に当会理事に就任、協会活動の中枢業務に参画し、平成28
年５月から今日に至るまで副会長を務め、協会活動・運営の活性化に努めるととも
に、県内建設業発展の中心的役割を果たし、建設業の振興・発展に尽力している。
　また、当会糸魚川支部長として、支部会員の団結と親睦の要を説き、同業者の結
束に努めるとともに、支部会員と協会本部の連携強化に努めている。　

２　退会会員
　　７月31日付　㈱ 石 津 組（新　潟）　　R3.9.30　現在会員数：410社

３　代表者変更（新任者）
　　６月15日付　北 栄 建 設 ㈱（新　潟）　　取 締 役 社 長　　相　田　知　巳
　　６月29日　　越後交通工業㈱（長　岡）　　代 表 取 締 役　　伊　比　　　久
　　９月１日　　鈴 喜 建 設 ㈱（三　条）　　代表取締役社長　　鈴　木　正　志

鈴木副会長



－ 8 －
（新建協報　2021.10）

 東日本建設業保証グループからのお知らせ 
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10月・11月は建設共済保険加入促進月間です！
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（公財）建設業福祉共済団からのお知らせ

建設共済保険（法定外労災補償制度）

建設共済保険は、昭和４５年に全国建設業協会の要請に応じてスタートした我が国初の労災上乗せ補償保険で

す。建設業界による自主的な共済保険制度であり、営利事業ではなく低経費で運営しています。

また、補償対象を、国の労災保険ではカバーできない慰謝料など追加補償を必要とするケースが多いと考えら

れる「死亡および障害１～７級と傷病１～３級」に絞ることで、安い掛金で高額の補償を行えるようになってい

ます。企業の安定経営、また大切な社員、ご家族のために、是非この機会に加入をご検討ください。

【建設共済保険の掛金の目安は】（年間完成工事高契約の場合）

◆掛金は直前１年間の完成工事高に基づいて計算を行います。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

― 建設共済保険は労働者と企業のリスクをカバーします。―

公益法人の運営で掛金が魅力、

この機会に経費の見直しを！

補償対象者：現場労働者となります（下請を含みます。）。

＊被災者への補償はもちろんのこと、災害発生時に企業が負担する諸費用も補償します。

年間掛金は以下のとおりです。

完工高 土木一式工事 建築一式工事

１億円 円 円

２億円 円 円

５億円 円 円

１０億円 円 円

５０億円 円 円

※保険金区分合計を２０００万円、３０００万円、４０００万円、５，０００万円とする場合は、それぞれ上

記掛金の２倍、３倍、４倍、 倍となります。

※役員、事務職員等の方も追加加入いただけます。詳しくはお問い合わせください。

 

保険金区分合計 １０００万円

（被災者補償保険金 ５００万円）

（諸費用補償保険金 ５００万円）

の場合 

【建設共済保険の特長】（年間完成工事高契約）

①建設業における自主的な共済保険で掛金が安い

②災害発生時に企業が負担する諸費用も補償

③同一事故で多数被災した場合でも補償額の上限なし

④元請・下請を問わず無記名で補償

⑤代表者 保険契約者 も補償 従業員 人以下の場合

⑥経営事項審査において１５点の加点

◆「建設共済保険」の他にも次のような事業を行っています。

育英奨学事業
被災者（死亡および障害・傷病３級以上）の子供に対し

て、要保育期間および小学校から大学までの在学期間

中、返済不要の奨学金を継続して給付します。

労働安全衛生推進事業

●安全衛生用品の頒布

●女性専用トイレ・更衣室導入費用の助成

●安全衛生推進者表彰 等

取扱機関

公益財団法人 建設業福祉共済団 一般社団法人 新潟県建設業協会
ご契約に関するお問い合わせ ０１２０ ９１３ ９３１

その他のお問い合わせ ０３ ３５９１ ８４５１

URL:https://www.kyousaidan.or.jp/ 検索
 

建設共済保険
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◎８月分の元請受注状況
　前年同月比は、公共は土木5.0％・35億円の減、建築
21.8％・７億円の減で、計17.8％・42億円の減。民間は
土木17.3％・13億円の減、建築0.9％・１億円の減で、
計6.3％・14億円の減。
　８月分計は12.2％・56億円の減となった。
◎８月末累計
　前年同期比は、公共土木5.4％・49億円の減、建築
11.8％・23億円の増で、公共計は2.3％・25億円の減
　民間土木10.5％・31億円の増、建築5.0％・49億円の
増で、民間計は6.3％・81億円の増。
　８月末累計は2.3％・55億円の増となった。

Ｒ3.4～Ｒ3.8月累計地区別受注状況表（R2：R3対比）
（単位：百万円）

上　越 中　越 下　越 佐　渡 小　計 県　外 計

土
　
　
　
　
　
木

元
　
請

民　間 21.7
2,716

▲11.9
5,966

51.3
9,497

35.3
138

19.1
18,317

1.2
14,379

10.5
32,696

公　共 ▲19.6
13,497

0.4
31,843

▲5.7
25,319

39.1
3,396

▲4.8
74,055

▲8.6
12,133

▲5.4
86,188

計 ▲14.8
16,213

▲1.8
37,809

5.1
34,816

38.9
3,534

▲0.9
92,372

▲3.5
26,512

▲1.5
118,884

下
　
請

民　間 20.2
2,344

18.0
4,957

34.8
3,761

98.9
179

24.5
11,241

▲0.5
3,188

17.9
14,429

公　共 23.1
3,971

1.2
5,206

1.9
5,108

106.5
1,305

11.2
15,590

▲12.9
5,273

4.0
20,863

計 22.0
6,315

8.8
10,163

13.6
8,869

105.5
1,484

16.4
26,831

▲8.6
8,461

9.2
35,292

建
　
　
　
　
　
築

元
　
請

民　間 35.5
6,961

20.4
21,084

6.9
30,502

65.3
648

14.8
59,195

▲5.7
44,634

5.0
103,829

公　共 ▲35.1
2,047

59.6
10,484

▲10.8
6,644

284.7
1,585

18.1
20,760

▲36.5
1,472

11.8
22,232

計 8.7
9,008

31.1
31,568

3.3
37,146

177.7
2,233

15.6
79,955

▲7.1
46,106

6.1
126,061

下
　
請

民　間 6.3
1,948

▲27.7
1,530

▲8.6
2,231

47.3
324

▲8.7
6,033

16.2
1,281

▲5.2
7,314

公　共 ▲70.3
41

▲91.9
258

96.4
332

▲85.2
53

▲82.2
684

―
23

▲81.6
707

計 0.9
1,989

▲66.2
1,788

▲1.8
2,563

▲34.7
377

▲35.7
6,717

18.3
1,304

▲30.5
8,021

合
　
　
　
　
　
計

元
　
請

民　間 31.4
9,677

11.4
27,050

14.9
39,999

59.1
786

15.8
77,512

▲4.1
59,013

6.3
136,525

公　共 ▲22.0
15,544

10.6
42,327

▲6.8
31,963

74.5
4,981

▲0.6
94,815

▲12.7
13,605

▲2.3
108,420

計 ▲7.6
25,221

10.9
69,377

4.1
71,962

72.3
5,767

6.2
172,327

▲5.8
72,618

2.3
244,945

下
　
請

民　間 13.5
4,292

2.7
6,487

14.5
5,992

62.3
503

10.4
17,274

3.8
4,469

9.0
21,743

公　共 19.3
4,012

▲34.3
5,464

5.0
5,440

37.3
1,358

▲8.8
16,274

▲12.5
5,296

▲9.8
21,570

計 16.2
8,304

▲18.3
11,951

9.8
11,432

43.3
1,861

0.2
33,548

▲5.8
9,765

▲1.2
43,313

上段：前年同期比（％）

◎地区別
土木：‌�県内の公共は、中越0.4％・１億円の増、佐渡

39.1％・10億円の増、上越、下越はふるわず、
県内公共計4.8％・37億円の減

　　　‌�民間は、上越21.7％・５億円の増、下越51.3％・
32億円の増、佐渡35.3％・0.3億円の増、中越は
ふるわず、県内民間計19.1％・29億円の増。

　　　‌�県外の公共は、8.6％・11億円の減、民間1.2％・
２億の増。

建築：‌�県内の公共は、中越59.6％・39億円の増、佐渡
284.7％・12億円の増、上越、下越はふるわず、 
県内公共計18.1％・32億円の増。

　　　‌�民間は、上越35.5％・18億円の増、中越20.4％・
36億 円 の 増、 下 越6.9％・20億 円 の 増、 佐 渡
65.3％・３億円の増、県内民間14.8%・76億円の増。

　　　‌�県外の公共は、36.5％・８億円の減、民間は5.7％・
27億円の減。� （前年同期比）

（８月末）元請総計2,449億円
前年度比102.3％受注状

況
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